
 

 

1 

 

2020年度給与・勤務条件改善要求のための調査(2019年 10月実施)の概要 

  2020 年 2 月 6 日(木) 

日本高等学校教職員組合 

 

1．調査の目的 

 本調査は、組合員の生活実態及び給与・勤務条件等における改善要求を明らかにし、2020年度の改善に

向けた取り組みや資料を作成するために実施した。本調査の設問は、継続して改善をめざしている課題と、

新たな制度の確立などを求める課題から構成されている。前者からは家計、諸手当、休暇、時間外勤務に

ついて、後者からは、｢学校における働き方改革｣について注目されているなか、求める施策及び変形労働

制の導入の是非を含め、教職員の働き方についての設問も設けるとともに、定年延長に対する考え方を把

握した。 

 

2. 調査の方法と内容及び実施時期 

 組合員等が調査用紙に基づき、それぞれの質問に対する回答欄へ直接記入する方法で行った。 

 

3. 調査の実施時期 

 2019年10月1日から11月13日までである。日高教本部への提出締め切りは、11月20日とした。 

  

4. 調査票の配付と回収状況 

 調査票配付は3,872人であり、回収し、分析対象とされたものが2,429人。有効回収率は62.7％。 

 調査対象自治体は、福島県、栃木県、島根県、徳島県、愛媛県、高知県、福岡県、大分県の8県。 

 配布対象者は、公立高校・公立中等教育学校・公立特別支援学校等に勤務する教職員。 

 

5. 調査表及び質問項目 

 調査表及び質問項目は、巻末に掲載している。 

 

6. 結果概要 

① 働き方に関する意識調査 

・ ｢働き方改革で最も重視するもの｣(4 択：含むその他)は、時間外勤務の縮減 46%(前年比 3 ポイント

減)、給与総額の増加28%(前年比2ポイント減)、児童生徒との関わりの充実23％(前年比5ポイント

増)の順であった。 

 ・ 教員の平日時間外勤務は、95%が平日時間外勤務を実施し、若い世代ほど時間外勤務が長い。平日の

みの時間外勤務で、週20時間超が12％、週15時間超が15％で、ほぼ前年と同様であった。 

  ・ 平日のみの時間外勤務で、専門教科教諭の34%、普通教科教諭の31%が、週15時間超であった。 

 ・ 教員の週休日出勤について、78%が出勤しており、8%は、ほとんどすべての休日(9～10回)に出勤をし

ている。その出勤理由のうち部活動が46%を占めていた。その他、学習指導 

・ 教員の持ち帰り仕事について、49％(前年比1ポイント減)が仕事を持ち帰りしている。 

 

 ② 定数改善や外部人材に担ってほしい業務に関する意識調査 

・ ｢定数改善で望ましい施策(3つまで)｣は、教育職(除く管理職・主幹教諭)の人員増が35%、続いて、

部活動指導員の配置・増員が24%、スクールサポートスタッフの配置・増員が13%であった。 

・外部人材に担ってほしい業務(3 つまで)｣は、部活動指導業務 23%、各種会計業務 17%、奨学金手続き

業務13%、各種印刷業務13%、地域連携業務10%が上位となった。 

 

 ③ 『変形労働制の導入(勤務時間を個人で選べない場合)』に関する意識調査 

・ 賛成・どちらでもない・反対・その他の4択、勤務時間を個人で選択できる場合を前提に質問したと

ころ、反対(42%前年比2ポイント増)、どちらでもない(27%前年比2ポイント減)、賛成(26%前年比3

ポイント減)であった。やや反対が増加した。 

・ 反対理由は、複数選択から長時間労働に繋がる恐れがある43%、閑散期が存在しない34%だった。 
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7． 全体概要 

 ① 全員を対象とした調査【()数字は昨年度調査、新規は本年新たな質問】 

 【Q1:Q2】の年齢構成は、50-59歳の786人32%(31％)、40-49歳が782人32%(35％)、30-39歳の516人

21%(21％)、29歳以下の309人13%(11％)、60歳以上の36人1%(2％)だった。 

  【Q1:Q2】の男女比は、男性が1,582 人 65%(63％)、女性が842人 35%(36%)、無回答5人 0%(1%)であっ

た。 

  【Q3】の任用形態別では、普通教科教諭が1,363人 56%(55%)、専門教科教諭の364人15%(16%)、特別支

援学校教諭267人11%(13%)、常勤教育職146人6%(5%)、実習教員122人5%(4%)、行政・現業・海事

職員81人3%(3%)、養護教諭46人2%(2%)、寄宿舎教員24人1%(2%)などであった。 

   【Q4】｢家計での負担(2つまで回答可)｣では、住宅関連費23%(24%)、教育費16%(17%)、生活費16%(16%)

が上位を占めた。若い世代は生活費、中堅層以降は住宅関連費、教育費等を負担に感じている。 

 【Q5】｢改善を望む手当(2つまで回答可)｣では、部活動指導手当23%(21%)、教職調整額(行政職は超過勤

務手当)18%(21%)とで多かった。なお、支給対象など回答要件が異なることを踏まえる必要がある。

部活動手当は29歳以下は32%と若い世代ほど高くなる傾向。 

 【Q6】｢新設を望む手当【自由記述】｣は、担任手当、時間外勤務手当や平日の部活動指導手当が多い。 

 【Q6】｢休暇の新設・拡充(2つまで回答可)｣では、リフレッシュ休暇20%(22%)が最も多く、夏季特別休

暇13%(13%)、家族の介護休暇10%(10%)が続いた。拡充以前に現行制度において活用できる環境整備

を望む意見が多かった。 

 【Q7】定年延長に対する考え方(定年前7割給与：新規)では、現行制度(60歳定年、65歳まで再任用)

維持42%、段階的に定年延長とすべき(再任用制度併設)33%、65歳まで一気に定年延長とすべき22%

とであり、定年延長を求める割合が55%を超えていた。 

 【Q9】｢働き方改革｣により時間外業務の増減感覚(新規)については、変わらない66%、やや減ったと感

じる12%、やや増えたと感じる11%、かなり増えたと感じる7%、かなり減ったと感じる2%であっ

た。増えたと感じるが多かったのは49歳以下の層で、全体でも増えたと感じるが、減ったと感じ

るを上回った。 

【Q10】｢望む働き方改革で最も重視するもの｣は、時間外勤務の縮減46%(49%)、給与総額の増加28%(30%)、

児童生徒との関わりの充実23%(18％)の順であった。 

【Q8、Q11】の自由記入については、別掲(Q8：定年延長について、Q11：働き方改革について) 

 

② 教育職を対象とした調査 

【Q12】の｢学校到着時刻｣では､勤務開始30分前27%(29%)､15分前26%(24%)､45分前15%(15%)､1時間前

13%(12%)､概ね定時9%(9%)､1時間30分前5%(5%)､1時間15分前4%(4%)､2時間以上前1%(1%)で、ほぼ前

年と同様の傾向｡ 

なお、2時間以上前としている専門教科教諭(3%(2%))、普通科教諭(1%(1%))となっている。 

【Q12(1)】の｢定時前出勤の主な理由(2つまで選択)では､教材研究39%(28%)､事務処理(成績処理等

)36%(26%)が上位であった｡ 

【Q13】の｢平日の超勤時間/週｣では､15時間未満23%(24%)､10時間未満23%(24%)､5時間未満22%(18%)､20

時間未満15%(15%)であり､20時間以上12%(12%)とほぼ前年と同様の傾向｡ 

なお、専門教科教諭17%(17%)、普通教科教諭14%(15%)が20時間以上となっていた。 

【Q13(1)】の｢平日の超勤理由(2つまで回答可)｣では､部活動25%(27%)や事務処理(成績処理等)22%(26%)

､教材研究20%(20%)が上位であった｡ほぼ前年と同様の傾向｡ 

【Q14】の｢週休日出勤の平均日数/月｣は、ほとんどしない21%(24％)、1～2回22%(21%)、5～6回

18%(17％)、3～4回16%(18％)、7～8回以上13%(13％)、ほとんどすべて7%(7％)であった。 

なお、普通教科教諭90%(88%)、専門教科教諭89%(92%)、実習教員74%(70%)が週休日に出勤していた。 

【Q14(1)】の｢週休日の出勤理由｣は、部活動45%(48%)、事務処理(成績処理等)13%(14%)、学習指導

11%(11%)であった。 

【Q15】の｢持ち帰り仕事の平均時間/週｣では、ほとんどしない51%(50％)、2時間未満6%(28％)、4時

間未満12%(12％)、6時間未満5%(5％)、6時間以上5%(5％)であった。 

 なお、普通科教諭7%(6%)、特別支援教諭5%(4%)が 6時間以上の持ち帰りをしている。 

【Q16】の｢教職調整額のあり方｣では、制度維持と率の引き上げ40%(47％)、時間管理による時間外勤
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務手当38%(37％)、現行制度のままでよい12%(13％)、制度維持と変形労働制を活用7%(新規)であ

った。 

なお、普通教科教諭は制度維持と率の引上げ40%、専門教科教諭は時間管理による時間外勤務手当

45%、特別支援教諭は制度維持と率の引上げ46%、養護教諭は制度維持と率の引上げ48%、実習教員

は時間管理による時間外勤務手当39%、常勤講師は時間管理による時間外勤務手当47%、その他教

員は現行のままでよい34%が最も多かった。 

【Q17】の定数改善で望ましい施策については、教育職(除く管理職・主幹教諭)の人員増35%(41%)、部

活動指導員の配置・増員24%(25%)、スクールサポートスタッフの配置・増員13％(13%)が上位であ

った。 

【Q18】の外部人材に担ってほしい業務等(3つまで:新規)については、部活動指導業務23%、各種会計

業務17%、奨学金手続き業務13%、各種印刷業務13%、地域連携業務10%が上位であった。 

【Q19】の変形労働制の導入については、反対42%(40%)、どちらでもない27%(29%)、賛成26%(29%)で

あった。 

なお、反対は特別支援学校教諭47%(45%)、普通科教科教諭44%(41%)、専門教科教諭38%(37%)が上位

であった。 

 【Q19(1)】の変形労働制反対の理由(2つまで)としては、長時間労働に繋がる恐れがある43%(42%)、閑

散期が存在しない34%(31%)、育児・子育てのため12%(13%)が上位であった。 
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Q1Q2:年齢別男女数(全体:N=2,429)

男 女 無回答・無効
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Q2:年齢別個人特性(全体:N=4,086)

扶養家族(手当受給)あり 単身赴任(手当受給)中 要介護者あり

学級担任 学年主任 部活動主顧問

各種部長(生徒指導部長など）
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Q3:年齢別任用形態(全体:N=2,429)

普通教科教諭 専門教科教諭

特別支援学校教諭 養護教諭

栄養教職員 実習教員

寄宿舎教員 行政職(事務、学校司書等)・現業職・海事職

臨時講師(常勤講師・養護助教諭)・臨時職員 非常勤講師(時間講師)

嘱託職員 その他
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Q4:年齢別家計負担項目(2つまで)(全体N=4,485)

食費・衣料費などの生活費 電気・ガス・水道などの公共料金

子どもの教育費 家賃・ローン返済などの住宅関連費

教養・研究費 定年後のための貯蓄

交際費 通信費(電気代等)

医療・介護費 税金

共済掛金 生・損保掛金

交通費(通勤費) その他

無回答・無効
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Q5:年齢別改善を求める手当(2つまで)(全体N=4,438)

扶養手当 住居手当

通勤手当 単身赴任手当(適用拡大含む)

教員特別手当(義務教育等教員特別手当) 部活動指導手当

給料の調整額(調整数) 教職調整額(行政職は超過勤務手当)

教育業務連絡指導手当(いわゆる主任手当) 宿日直手当

特地(へき地)勤務手当 定時制通信教育手当

産業教育手当 その他

無回答・無効
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Q6:年齢別休暇拡充(2つまで)(全体N=4,433)

リフレッシュ リカレント ボランティア 夏季特別

年次休暇 傷病休暇 産前産後 介護休暇

育児部分休業 育児時間 子の看護 家族の介護休暇

教育休暇 不妊治療 その他 無回答・無効
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Q7:年齢別定年延長(定年前7割給与)に対する考え方

(全体N=2,429)

65歳まで一気に定年延長とすべき 段階的に定年延長とすべき(再任用制度併設)

現行制度(60歳定年、65歳まで再任用)を維持 その他

無回答・無効
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Q9:年齢別「働き方改革」の時間外業務の増減実感

(全体N=2,429)

かなり減ったと感じる やや減ったと感じる 変わらない やや増えたと感じる

かなり増えたと感じる その他 無回答・無効
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Q10:年齢別「働き方改革」で重視するもの(全体N=2,403)

学習指導など児童生徒との関わりの充実 時間外勤務の縮減 給与総額の増加 その他
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Q12:年齢別出勤時間(勤務開始前)(教育職N=2,338)

概ね定時 15分前 30分前 45分前 1時間前

1時間15分前 1時間30分前 2時間以上前 無回答・無効
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232 

10 
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51 83 154 180 

8 
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29歳以下 30-39歳 40-49歳 50-59歳 60歳以上 全体

Q12(1):年齢別早朝出勤理由(2つまで)(教育職N=3,539)

進路指導 生徒指導 学習指導（補習を含む）

部活動指導 教材研究 事務処理(成績処理等)

交通事情 その他 無回答・無効
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14 23 33 40 

5 

115 
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15 
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55 91 
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Q13:年齢別平日時間外時間(教育職N=2,338)

ほとんどしない 5時間未満 10時間未満 15時間未満 20時間未満 20時間以上 無回答・無効

11 
61 103 77 

0 
252 

37 
75 104 

72 
3 

291 
45 

65 128 
133 8 379 

153 
266 309 
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1,019 
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Q13(1):年齢別平日時間外理由(2つまで)(教育職N=4,065)

進路指導 生徒指導 学習指導（補習を含む）

部活動指導 教材研究 事務処理(成績処理等)

その他 無回答・無効
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95 136 
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13 
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41 
74 
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9 
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41 
85 
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Q14:年齢別週休日出勤日数/月(教育職N=2,338)

ほとんどしない 1～2回 3～4回 5～6回 7～8回 9～10回 無回答・無効
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352 

381 
17 

1,187 

78 
113 
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Q15:年齢別持ち帰り仕事(教育職N=2,338)

ほとんどしない 2時間未満 4時間未満 6時間未満 6時間以上 無回答・無効
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36 
39 

100 89 
6 

270 

80 191 

314 337 

12 
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881 

10 
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Q16:年齢別教職調整額の在り方(教育職N=2,338)

現行のままでよい 制度維持と率の引き上げ 時間管理による時間外勤務手当

制度維持と変形労働制を活用 その他 無回答・無効

222 401 647 623 23 1,916 

18 41 68 53 2 182 2 13 23 30 0 68 51 109 131 138 2 431 
84 169 228 238 

8 
727 

148 269 445 405 
19 

1,286 

45 65 133 147 8 398 
30 59 93 110 3 295 12 9 12 18 0 51 
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100%

29歳以下 30-39歳 40-49歳 50-59歳 60歳以上 全体

Q17:年齢別定数改善施策(3つまで)(教育職N=5,471)

無回答・無効

その他

スクールソーシャルワーカーの配置・増員

スクールカウンセラーの配置・増員

部活動指導員の配置・増員

スクールサポートスタッフ（事務補助員)の配置・増員

事務職の人員増

教頭（副校長)の増員

主幹教諭の配置・増員

教育職(除く管理職・主幹教諭）の人員増
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49 83 108 50 1 291 

56 88 154 174 5 
477 

103 168 226 197 11 
705 

121 218 288 
288 10 925 

72 161 
240 

245 6 
724 

133 249 444 
411 22 1,259 
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Q18:年齢別外部人材に担ってほしい業務

(3つまで)(教育職N=5,493)

採点業務 教材作成業務(ICT活用) 各種印刷業務 各種会計業務

奨学金手続き業務 部活動指導業務 地域連携業務 清掃指導

給食指導 その他(具体的に) 無回答・無効

95 152 
183 169 

5 
604 

92 
134 

197 189 

15 
627 

98 
179 

335 349 
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970 

3 
13 29 19 0 64 
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Q19:年齢別変形労働制の導入賛否(教育職N=2,338)

賛成 どちらでもない 反対 その他 無回答・無効
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【全体：自由記入欄(抜粋)】 

Q8：定年延長に関する意見 

〇延長に賛成の意見 

・年金との接続を担保すべき 

・働きたい人は働ける制度にすべき 

〇延長に反対の意見 

・体力に自信がない 

・後進に譲るべき 

〇その他 

・現行の再任用制度で対応可能 

・現行と同じ業務をするなら現行と同じ給与を支給すべき 

・再任用制度も定年延長でも働く人を確保してほしい 

・役職定年はいれるべき 

・若年層の採用を維持すべき 

 

Q11：働き方改革に対する意見 

・働き方改革を実感することがない 

・何を目的に、どうしたいのか見えない 

・教員の意識改革が必要、やるべきこととそうでないことのメリハリなど 

・一層の業務の精選を図ってほしい 

・期待されているいて実行を必要とするなら給与に反映してほしい 

・管理職のリーダーシップなどが必要 

・期待しない 

 

14 
55 99 

24 1 193 0 

4 12 

23 
1 

40 16 

16 21 

26 
1 80 
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7 
705 
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Q19(1):年齢別変形労働制反対理由(2つまで)(教育職

N=1,658)

育児・子育てのため 介護のため

自分の趣味・自己啓発等の時間確保 長時間労働に繋がる恐れがある

閑散期が存在しない その他

無回答・無効
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【教育職のみで分析Q12以降】 

 

 

 

134 20 23 5 11 14 
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12 

30 
36 5 
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217 
48 
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17 
15 
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33 
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15 15 
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58 11 12 
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Q12:任用別出勤時間(教育職N=2,338)

概ね定時 15分前 30分前 45分前 1時間前

1時間15分前 1時間30分前 2時間以上前 無回答・無効

57 10 3 0 0 0 0 70 
126 31 23 5 

1 6 
5 197 

169 42 18 0 

6 8 
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1 0 
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116 
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23 
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111 

14 
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Q12(1):任用別早朝出勤理由(2つまで)(教育職N=3,515)

進路指導 生徒指導 学習指導（補習を含む）

部活動指導 教材研究 事務処理(成績処理等)

交通事情 その他 無回答・無効
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50 13 15 
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7 15 

9 

115 

245 62 

90 

20 

47 38 

12 

514 

299 80 

71 

14 
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35 

1 

532 
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Q13:任用別平日超勤時間(教育職N=2,338)

ほとんどしない 5時間未満 10時間未満 15時間未満 20時間未満 20時間以上 無回答・無効

205 32 13 0 0 2 0 
252 

185 
46 

24 
13 

7 7 

9 291 

261 
62 

17 
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16 22 
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379 
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60 63 2 
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25 
72 

3 

802 

471 
154 

159 
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900 
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0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

Q13(1):任用別平日超勤理由(2つまで)(教育職)

進路指導 生徒指導 学習指導（補習を含む）

部活動指導 教材研究 事務処理(成績処理等)

その他 無回答・無効
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314 78 

70 
10 

22 

16 
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14 2 
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2 0 
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Q14:任用別週休日出勤回数(教育職N=2,333)

ほとんどしない 1～2回 3～4回 5～6回 7～8回 9～10回 無回答・無効

72 15 4 0 0 1 0 92 16 7 1 
0 0 0 0 

24 
224 

20 1 
0 7 8 
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260 
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252 
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5 

69 74 

1 

1,360 
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47 

35 

1 

12 14 

4 

273 

238 
79 

55 
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3 
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Q14(1):任用別週休日出勤理由(2つまで)(教育職N=2,995)

進路指導 生徒指導 学習指導（補習を含む）

部活動指導 教材研究 事務処理(成績処理等)

模試・検定等の監督 その他 無回答・無効
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0 
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Q15:任用別持ち帰り仕事時間週平均(教育職N=2,338)

ほとんどしない 2時間未満 4時間未満 6時間未満 6時間以上 無回答・無効

141 25 
51 
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12 
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Q16:任用別教職調整額の在り方(教育職N=2,338)

現行のままでよい 制度維持と率の引き上げ 時間管理による時間外勤務手当

制度維持と変形労働制を活用 その他 無回答・無効
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1,168 315 205 35 72 103 18 1,916 

97 32 32 
5 9 

5 2 182 39 14 6 
3 3 

2 1 68 
261 70 46 

6 25 20 3 
431 

437 107 91 
22 29 37 

4 
727 

838 206 72 21 71 69 

9 

1,286 

224 60 
52 15 16 27 
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398 
161 45 49 10 

11 16 

3 

295 
49 19 16 1 15 9 
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117 25 5 8 0 3 4 
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Q17:任用別定数改善施策(3つまで)(教育職N=5,471）

無回答・無効
その他
スクールソーシャルワーカーの配置・増員
スクールカウンセラーの配置・増員
部活動指導員の配置・増員
スクールサポートスタッフ（事務補助員)の配置・増員
事務職の人員増
教頭（副校長)の増員
主幹教諭の配置・増員

218 41 8 1 5 16 2 291 

249 85 87 
6 20 

26 
4 477 

428 101 
96 

18 21 
33 

8 
705 

547 173 
103 

18 

35 

43 
6 

925 

527 109 25 
8 

23 

29 

3 

724 

802 205 
84 22 

73 
67 

6 

1,259 

295 105 

57 8 34 29 

7 
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132 35 

56 10 19 19 

9 

280 
21 2 

25 1 6 10 

2 

67 69 21 17 3 3 4 
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119 51 11 15 4 7 12 
11 

111 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

Q18:任用別外部人材に担ってほしい業務

(3つまで)(教育職N=5,493)

採点業務 教材作成業務(ICT活用) 各種印刷業務 各種会計業務

奨学金手続き業務 部活動指導業務 地域連携業務 清掃指導

給食指導 その他(具体的に) 無回答・無効



 

 

19 

 

 
 

 

 

328 101 75 15 38 39 8 604 

360 
105 57 

11 35 47 
12 627 

597 
138 120 16 

42 49 

8 
970 

38 10 
6 

3 4 2 

1 

64 40 10 0 1 3 4 

6 

64 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

Q19:任用別変形労働制の導入賛否(教育職N=2,329)

賛成 どちらでもない 反対 その他 無回答・無効
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3 1 

0 

40 47 
7 

11 
4 

6 
3 

2 

80 

436 
99 

89 

10 

27 
38 

6 

705 

376 90 
52 

4 

17 24 

1 

564 

37 11 9 1 
7 6 

0 71 2 1 1 0 1 0 0 5 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

Q19(1):任用別変形労働制反対理由(2つまで)(教育職

N=1,658)

育児・子育てのため 介護のため

自分の趣味・自己啓発等の時間確保 長時間労働に繋がる恐れがある

閑散期が存在しない その他

無回答・無効


